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「介護保険料」増霞か 顧 員交付金やめ加算へ (231017)

厚生労働省は17日 、 「介護陶員処渇改善交付金Jを 今年度末で廃上し、介

護報酬に処退改書力B算を新設して情通改善を健統する案を社会保障書議会介護

給付安分科会に示した。交付金をやめて同額の財源を確保するには来年度の介

護報酬改定で2%の アツプが必要になり 現在4160円 の月観介護保障料(6

5歳以上の平均)の 上昇につながる公算が大きい。

処遇改善交付金は、他の産業に比べ給与が下□る介護臓員の賃金を3き 上げ、

大手不足を解消する目83で平成21年 に創設された。部道府県の基金を通じ欄

員1人あた19月蜜1万 5千 円を事業者に支結してきたが、年間約190048円

が必要な基金の経統は困難となっていた 新 制度で事業者小雄遇改善力D算を受

けるには 報 酬改定前 (平成23年 度末)の 賃金を下回らない給与をrpl員に支

給することが条件になり、受けた加算の一定Sl台以上を職員の本綺で支給する

必要がある。

介登保険 自 巳負担増を償討…高所得者は2割 に (231031)

厚生労働省は31日  介 謹保険サービスを利用する際に4_う利用者負担の見

直しの論点を社室保障番議会介種保険部会に提示した。

高所得者などの負lBを今より増や1/、負担の公平化や給付の効率化を図るとと

もに、介護職員の賃上プ費用をお出するのが狙い。まとまれば、来年の通常国

会に関連法案を提出する方鈍

見直し質てま、年収320万 円以上など、一定の所得がある高節者の自己負

担害」台を、現行の一律1割から2割 にヨき上する。

高節化の進行で描付費が膨らむ中、重度の要介護者向けのサービスを充実さ

せるため、電度者 (要支援1～ 2)の 自ヨ負担目J含も、1割から2割 にする。

このほか、現在は全観保険財政で師われ、自己負担がないケフブラン (介護

計画)の lT成に 新 たにTJ用者負担を導入することや、特BJ豊護老人ホームの

相部屋の入信者に対し、一定の暮料員担を求めることなどを検討項目に挙げた。


